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上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。第三者機関による評価は
過去の⼀定の期間の実績を分析したものであり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。

作成基準⽇︓2024年3⽉29⽇

• 騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
• 税引前分配⾦を再投資した基準価額の騰落率です。
• リスク（標準偏差）は、リターン(収益)の振れ幅のことを指します。

■設定来の基準価額の推移（Aコース）

• 分配⾦再投資基準価額は税引前分配⾦を再投資したものとして計算しています。
• 基準価額は信託報酬控除後の価額です。信託報酬率については上記「信託報酬」
欄をご参照ください。

• 設定⽇前⽇を10,000として指数化
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■分配実績（1万⼝当たり、税引前）

■Aコース（為替ヘッジなし）

• 運⽤状況によっては分配⾦が⽀払われない場合があります。

※販売会社によっては、「Aコース（為替ヘッジなし）」と「Bコース（為替ヘッジあり）」のどちらか⼀⽅のみのお取り扱いとなる場合があります。

基 準 価 額 19,557円

純 資 産 総 額 496(百万円)

決算期 Aコース
第6期(2019年6月3日) 0 円

第7期(2020年6月3日) 0 円

第8期(2021年6月3日) 0 円

第9期(2022年6月3日) 0 円
第10期(2023年6月5日) 0 円

設定来累計 0円

■基準価額の変動要因

• 為替については、ドル円の変動による影響を⽰しており、その他通貨の変動につ
いては資産要因に含まれています。

• 右記は概算値であり、実際の基準価額の変動を正確に説明するものではありま
せん。傾向を知るための参考値としてご覧ください。なお、2015年6⽉分より、基
準価額変動の資産要因をより正確に説明する観点から概算値の算出⽅法を
調整しております。

リスク
（標準偏差）

過 去 1 ヶ ⽉ 2.47% -
過 去 3 ヶ ⽉ 9.28% -
過 去 6 ヶ ⽉ 11.30% -
過 去 1 年 25.66% 7.26%
過 去 3 年 40.63% 8.32%
過 去 5 年 53.96% 11.15%
設 定 来 95.57% 10.36%

騰落率

■運⽤実績

設 定 ⽇ 2013年8⽉13⽇
信 託 期 間 2033年6⽉3⽇まで
決 算 ⽇ 原則6⽉3⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）
信 託 報 酬 ファンドの⽇々の純資産総額に対して年率1.43％（税抜1.30％）

（資産要因の内訳）
2024年2月 2024年3月

⾼配当株式 165 円 245 円
債券 -43 円 125 円

投資適格債券 -67 円 39 円
ハイイールド債券 -1 円 73 円

現地通貨建て新興国債券 24 円 13 円
⽶ドル建て新興国債券 0 円 0 円

先進国国債 1 円 0 円
転換社債 0 円 0 円
優先証券 0 円 0 円

その他インカムアセット -6 円 7 円
その他（先物等） -35 円 28 円

資産要因⼩計 81 円 405 円

2024年2月 2024年3月 設定来
資産 81 円 405 円 5,450 円
為替 394 円 94 円 6,755 円
信託報酬 -27 円 -27 円 -2,392 円
分配⾦ 0 円 0 円 0 円
その他 -1 円 0 円 -256 円

基準価額変動 447 円 472 円 9,557 円

マンスリーレポート

シュローダー・
インカムアセット・アロケーション（1年決算型）
Aコース(為替ヘッジなし) 愛称「グランツール1年」
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上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。第三者機関による評価は
過去の⼀定の期間の実績を分析したものであり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。

作成基準⽇︓2024年3⽉29⽇

• 騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
• 税引前分配⾦を再投資した基準価額の騰落率です。
• リスク（標準偏差）は、リターン(収益)の振れ幅のことを指します。

■設定来の基準価額の推移（Bコース）

■分配実績（1万⼝当たり、税引前）

■Bコース（為替ヘッジあり） ■運⽤実績
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基 準 価 額 10,467円

純 資 産 総 額 197(百万円)

• ヘッジコストはドル円のヘッジコストを⽰しています。
• 右記は概算値であり、実際の基準価額の変動を正確に説明するものではありま
せん。傾向を知るための参考値としてご覧ください。なお、2015年6⽉分より、基
準価額変動の資産要因をより正確に説明する観点から概算値の算出⽅法を調
整しております。

決算期 Bコース
第6期(2019年6月3日) 0 円

第7期(2020年6月3日) 0 円

第8期(2021年6月3日) 0 円

第9期(2022年6月3日) 0 円

第10期(2023年6月5日) 0 円

設定来累計 0 円

• 運⽤状況によっては分配⾦が⽀払われない場合があります。

※販売会社によっては、「Aコース（為替ヘッジなし）」と「Bコース（為替ヘッジあり）」のどちらか⼀⽅のみのお取り扱いとなる場合があります。

設 定 ⽇ 2013年8⽉13⽇
信 託 期 間 2033年6⽉3⽇まで
決 算 ⽇ 原則6⽉3⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）
信 託 報 酬 ファンドの⽇々の純資産総額に対して年率1.43％（税抜1.30％）

リスク
（標準偏差）

過 去 1 ヶ ⽉ 1.53% -

過 去 3 ヶ ⽉ 1.35% -

過 去 6 ヶ ⽉ 6.96% -

過 去 1 年 5.58% 6.85%

過 去 3 年 -5.17% 7.65%

過 去 5 年 0.80% 10.58%

設 定 来 4.67% 8.06%

騰落率

• 分配⾦再投資基準価額は税引前分配⾦を再投資したものとして計算しています。
• 基準価額は信託報酬控除後の価額です。信託報酬率については上記「信託報酬」
欄をご参照ください。

• 設定⽇前⽇を10,000として指数化

■基準価額の変動要因 （資産要因の内訳）
2024年2月 2024年3月

⾼配当株式 91 円 132 円

債券 -24 円 67 円

投資適格債券 -37 円 21 円

ハイイールド債券 -1 円 39 円

現地通貨建て新興国債券 14 円 7 円

⽶ドル建て新興国債券 0 円 0 円

先進国国債 0 円 0 円

転換社債 0 円 0 円

優先証券 0 円 0 円

その他インカムアセット -3 円 4 円

その他（先物等） -19 円 16 円

資産要因⼩計 45 円 219 円

2024年2月 2024年3月 設定来
資産 45 円 219 円 4,239 円

ヘッジコスト -50 円 -47 円 -2,114 円

信託報酬 -15 円 -15 円 -1,875 円

分配⾦ 0 円 0 円 0 円

その他 10 円 1 円 217 円

基準価額変動 -10 円 158 円 467 円

マンスリーレポート

シュローダー・
インカムアセット・アロケーション（1年決算型）
Bコース(為替ヘッジあり) 愛称「グランツール1年」
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上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。第三者機関による評価は
過去の⼀定の期間の実績を分析したものであり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。

作成基準⽇︓2024年3⽉29⽇

マザーファンドの投資対象ファンドである
「シュローダー・インターナショナル・セレクション・ファンド グローバル・マルチ・アセット・インカム」

■ポートフォリオ利回り ■通貨別構成⽐ ■地域別構成⽐
通貨 ⽐率

⽶ドル・その他先進国通貨 96.0%

新興国通貨 4.0%

合計 100.0%

地域 ⽐率
北⽶ 59.2%

欧州 19.7%

新興国 10.9%

アジア・オセアニア 7.7%

英国 2.4%

合計 100.0%

利回り
⾼配当株式 4.5%

債券 6.6%

その他インカムアセット 7.3%

ポートフォリオ全体 6.6%

■資産配分⽐率
⽐率

⾼配当株式 37.4%

債券 54.7%

その他インカムアセット 6.1%

キャッシュ等 1.9%

合 計 100.0%• 利回りの計算は委託会社の⾒解
に基づき⾏っています。

■過去1年間のポートフォリオ利回り（上段）と資産配分⽐率（下段）の推移
2023年 2024年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

6.1% 6.1% 6.0% 6.1% 6.0% 6.3% 7.2% 6.5% 5.9% 6.4% 6.4% 6.6%
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⾼配当株式 債券 その他インカムアセット キャッシュ等

※「キャッシュ等」は、先物、ヘッジポジション等を考慮して算出したものです。
※配分および構成⽐率について、四捨五⼊により合計が100％にならない場合があります。

マンスリーレポート

シュローダー・
インカムアセット・アロケーション（1年決算型）
Aコース(為替ヘッジなし)/Bコース(為替ヘッジあり) 愛称「グランツール1年」
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上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。第三者機関による評価は
過去の⼀定の期間の実績を分析したものであり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。

作成基準⽇︓2024年3⽉29⽇

■地域別構成⽐■業種別構成⽐

• 利回りの計算は委託会社の⾒解に基づき⾏っています。
• 平均格付はS&P・Moody's・Fitchの平均を採⽤。S&P表記法で記載。
• 平均格付とは、マザーファンドが投資するファンドにおける組⼊資産の信⽤格
付を加重平均したものであり、当ファンド⾃体の信⽤格付ではありません。

* 優先証券は含まれておりません。

平均配当利回り 4.5%

組⼊銘柄数 374銘柄

■債券ポートフォリオ特性
デュレーション(年) 4.6

平均利回り 6.6%

平均格付* BB+

組⼊銘柄数* 783銘柄

■債券組⼊⽐率
⽐率

ハイイールド債券 32.9%

投資適格債券 13.1%

⽶ドル建て新興国債券 0.0%

現地通貨建て新興国債券 8.7%

先進国国債 0.0%

転換社債 0.0%

優先証券 0.0%

債 券 合 計 54.7%
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■過去1年間の債券組⼊⽐率の推移

■⾼配当株式部分の状況

■債券部分の状況

情報技術
21.0%

⾦融
15.3%

コミュニ
ケーション・
サービス
12.7%

資本財・
サービス
12.6%

ヘルスケア
11.8%

エネルギー
10.4%

⼀般消費
財・サービ
ス

5.1%

素材
4.3%

⽣活必需品
3.8%

公益事業
1.7% 不動産

1.3%

北⽶
55.1%欧州

21.5%

アジア・オ
セアニア
18.6%

新興国
2.4%

英国
2.3%

※構成⽐について、四捨五⼊により合計が100％
にならない場合があります。

マンスリーレポート

シュローダー・
インカムアセット・アロケーション（1年決算型）
Aコース(為替ヘッジなし)/Bコース(為替ヘッジあり) 愛称「グランツール1年」
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上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。第三者機関による評価は
過去の⼀定の期間の実績を分析したものであり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。

作成基準⽇︓2024年3⽉29⽇

■⽉次コメント

※ 上記は、マザーファンドの投資対象ファンドである「シュローダー・インターナショナル・セレクション・ファンド グローバル・マルチ・アセット・インカム」の運⽤概
況および運⽤⽅針を基に作成しております。

※ 上記の「運⽤概況」は投資対象ファンドのリターンに関する説明であり、インカムアセット・アロケーション(1年決算型)(以下ファンド)の基準価額の推移
に関する他の記述とは⼀部整合しない場合があります。これは、ファンドでは外貨建通貨の取引に伴う為替変動またはヘッジコストの影響を受けること、
またファンドと投資対象ファンドではリターンの評価の時点等が⼀致しない場合があること、その他の要因によります。

マンスリーレポート

シュローダー・
インカムアセット・アロケーション（1年決算型）
Aコース(為替ヘッジなし)/Bコース(為替ヘッジあり) 愛称「グランツール1年」

【市況概況】
3⽉の世界株式は上昇しました。⽶国株式は、⽶連邦準備制度理事会(FRB)が最新の政策⾦利⾒通しで年内3回利下げ予想を維
持したこと等が追い⾵となりました。また、3⽉のISM製造業景況指数は節⽬の50を上回る等、⽶国経済指標は総じて堅調な内容となり
ました。セクター別では、原油価格上昇を背景にエネルギーが市場を牽引したほか、素材や公益事業等も堅調に推移しました。ユーロ圏
株式は上昇しました。ユーロ圏総合購買担当者景気指数(PMI)が前⽉から改善する等、欧州経済指標が景気回復の兆候を⽰したこと
で景気循環銘柄が上昇し、不動産やエネルギー等のセクターが堅調に推移しました。⽇本株式は、⽇本銀⾏が3⽉の⾦融政策決定会
合でマイナス⾦利政策を解除したものの当⾯は緩和的な⾦融環境が続くとの憶測が広がったことや、インフレや賃⾦上昇等を好感した海
外投資家による需要が⾼まったことで堅調に推移しました。エマージング株式は、テクノロジー銘柄の上昇から、韓国および台湾株式が優
位な展開となりました。債券については、インフレ率の低下により中央銀⾏は⾦融政策を柔軟に決定できるとの⾒⽅から、主要債券市場
で利回りが低下しました。クレジットについては、経済が好況であることや好調な企業収益等が投資家⼼理の⽀えとなっているほか、⽶国
および欧州の投資適格債券には旺盛な需要が⽀援材料となっています。そのほか、⾦も上昇しました。

【運⽤概況】
当⽉、先⽉に引き続き、⾼配当株式はパフォーマンスのプラス要因となりました。債券について、堅調な需要を追い⾵にスプレッドが縮⼩し
たことで、投資適格債券、ハイイールド債券の組み⼊れはプラス要因となりました。そのほか、現地通貨建て新興国債券の保有もプラスに
寄与しました。
当⽉、ポートフォリオの資産配分について、⽇本株式のほか、景気動向に敏感なコモディティ銘柄の保有を追加しました。

【今後の⾒通しと運⽤⽅針】
2024年初頭、市場にはFRBが今年中に6回の利下げを実施するとの期待が広がっていました。しかし、その後は堅調な経済指標の発表
が相次いだほか、ディスインフレの勢いが減速していることを受けてこの期待は剥落し、⾜元、市場が織り込むFRBによる年内の利下げ回
数は2回程度です。当運⽤チームはFRBが近い将来に利下げを開始する可能性が⾼いと考えますが、今回の利下げサイクルにおける利
下げ幅に関する不透明性は⾼く、債券市場においてボラティリティが上昇する局⾯があると考えているため、債券については慎重な姿勢を
維持しています。クレジット資産については、スプレッドは縮⼩したものの、利回り⽔準は魅⼒的だと考えており、特にハイイールド債を選好
しています。また、経済成⻑の観点でアップサイドのサプライズが継続しており、株式に対して強気な姿勢を維持しています。経済成⻑が堅
調であることに加え、インフレの⽬標率への回帰が⾦融緩和政策への転換を促していることもプラス材料となっています。特に、⽶国のグ
ロース銘柄や欧州株式、⽇本株式を選好しているほか、経済成⻑やインフレ⻑期化リスクから恩恵を受ける可能性がある、コモディティの
エクスポージャーを追加しました。総括すると、良好な経済成⻑を捕捉するポジションを構築しています。今後数カ⽉間における焦点は、
「良好な経済ニュースの発表が、市場に悪影響を及ぼすタイミングはいつか」ということです。各国中央銀⾏による利下げ開始時期、そして
今後の利下げペースを予想するうえで、労働関連指標を注視しています。
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お申込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、
ご⾃⾝でご判断ください。
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委託会社︓シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社 [設定・運⽤等]
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第90号
加⼊協会／⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、
⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

受託会社︓三井住友信託銀⾏株式会社 ［信託財産の管理等］
販売会社︓販売会社については、下記ご参照（五⼗⾳順）。 ［募集の取り扱い等］

■ファンドの関係法⼈

本資料に関するご留意事項
■本資料は、シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社（以下「弊社」といいます。）が設定した投資信託に関する商品説明資料であり、法令に基づく開⽰書
類ではありません。■投資信託は、⾦融機関の預貯⾦と異なり、元⾦および利息が保証されている商品ではありません。投資信託は、預⾦または保険契約ではなく、預
⾦保険および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。投資信託は、銀⾏等登録⾦融機関でお申込みいただいた場合は、投資者保護基⾦の⽀払対象で
はありません。■本資料に⽰されている運⽤実績、データ等は過去のものであり、将来の投資成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。投資資産および投資に
よりもたらされる収益の価値は上⽅にも下⽅にも変動し、投資元本を毀損する場合があります。また外貨建て資産の場合は、為替レートの変動により投資価値が変動し
ます。■本資料は、作成時点において弊社が信頼できると判断した情報に基づいて作成されておりますが、弊社はその内容の正確性あるいは完全性について、これを保
証するものではありません。■本資料中に記載されたシュローダーの⾒解は、策定時点で知りうる範囲内の妥当な前提に基づく所⾒や展望を⽰すものであり、将来の動向
や予測の実現を保証するものではありません。市場環境やその他の状況等によって将来予告なく変更する場合があります。■本資料中に個別銘柄についての⾔及がある
場合は例⽰を⽬的とするものであり、当該個別銘柄等の購⼊、売却などいかなる投資推奨を⽬的とするものではありません。また当該銘柄の株価の上昇または下落等を
⽰唆するものでもありません。■本資料中に含まれる第三者機関提供のデータは、データ提供者の同意なく再製、抽出、あるいは使⽤することが禁じられている場合があり
ます。第三者機関提供データはいかなる保証も提供いたしません。第三者提供データに関して、本資料の作成者あるいは提供者はいかなる責任を負うものではありません。
■お申し込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃⾝でご判断ください。
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A

コ
l
ス

B

コ
l
ス

登録番号 ⽇本証券業協会
⼀般社団法⼈
⽇本投資
顧問業協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物
取引業協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商品
取引業協会

○ 株式会社　秋⽥銀⾏ 登録⾦融機関 東北財務局⻑（登⾦）第2号 ○
○ ○ 株式会社イオン銀⾏(委託⾦融商品取引業者:マ

ネックス証券株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第633号 ○
○ 株式会社　池⽥泉州銀⾏※1 登録⾦融機関 近畿財務局⻑（登⾦）第6号 ○ ○

○ ○ ＳＭＢＣ⽇興証券株式会社※2 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第2251号 ○ ○ ○ ○
○ ○ 株式会社SBI証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○

○ ○ 株式会社SBI新⽣銀⾏(委託⾦融商品取引業者:

株式会社SBI証券、マネックス証券株式会社)
登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○

○ 株式会社　滋賀銀⾏ 登録⾦融機関 近畿財務局⻑（登⾦）第11号 ○ ○
○ ○ ソニー銀⾏株式会社

※右の他に⼀般社団法⼈⽇本STO協会にも加⼊
登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第578号 ○ ○ ○

○ ○ 東海東京証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑（⾦商）第140号 ○ ○ ○ ○
○ 広島信⽤⾦庫 登録⾦融機関 中国財務局⻑（登⾦）第44号 ○
○ ○ フィデリティ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第152号 ○ ○
○ フィリップ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第127号 ○ ○
○ ○ 松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第164号 ○ ○
○ ○ マネックス証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第165号 ○ ○ ○ ○
○ ○ 楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○
＜解約対応のみ＞

○ ○ オーストラリア・アンド・ニュージーランド・バンキング・グ
ループ・リミテッド（銀⾏） 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第622号 ○

○ ○ ⼗六ＴＴ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑（⾦商）第188号 ○
取扱いファンドおよび加⼊している⾦融商品取引業協会について○で記しております。
※1池⽥泉州銀⾏はインターネットのみでのお取り扱いです。
※2ＳＭＢＣ⽇興証券は新規募集を停⽌しています。

⾦融商品取引業者等の名称
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